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 デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進
 ICTを活⽤した働き⽅改⾰（第6次中期経営計画）をさらに推進するとともに、

デジタル技術を活⽤した事業構造の変⾰に取り組む（『DXビジネス推進室』を設置）
 脱炭素・省エネ技術に着⽬した事業展開を強化
 10年後の将来を⾒据えた成⻑戦略『HIBIYA未来創造』を策定
 リニューアル物件をターゲットにした「ZEB＊」を通じ、⾼付加価値事業を創出

＊ZEB・・・快適な室内環境を実現しながら、建物で消費するエネルギーをゼロにすること

第７次中期経営計画
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基 本 ⽅ 針
 「コア事業の収益⼒強化」と「新たな事業機会の創出」による成⻑・企業価値向上
 「⼈財×技術」で、「持続可能な社会」の実現に貢献

基 本 戦 略
【営業戦略】 アライアンス・パートナーとの「共創」による「LCトータルソリューション」の進化
【技術戦略】 技術の⾼度化による⽣産性向上
【⼈財戦略】 ワークスタイル変⾰、多様性（ダイバーシティ）、健康経営
【ESGへの対応】 環境改善、働き⽅改⾰”Smart WORK”の推進、経営の健全性確保

取 り 組 み を 強 化 す る 領 域

当期（第５６期）を初年度とする「第７次中期経営計画」についてご説明いたします。

「コア事業の収益⼒強化」と「新たな事業機会の創出」により企業価値の向上を図り
つつ、「⼈財と技術」で「持続可能な社会」の実現に貢献することを基本⽅針といた
しております。

営業戦略では、アライアンス・パートナーとともに建物ライフサイクルの全体でソリ
ューションを提供し、成⻑を図ります。技術戦略では、「技術の⾼度化」と「現場⼒
の強化」により、⽣産性の向上を図ります。⼈財戦略では、ワークスタイルの変⾰を
推進しつつ、社員の多様性（ダイバーシティ）と健康に配意します。ＥＳＧへの対応
も図ってまいります。

取り組みを強化している２つの領域についてご説明します。

１つめは、「ＤＸ」、デジタルトランスフォーメーションの推進です。

当社では、従来から、ＩＣＴを活⽤した働き⽅改⾰や業務の効率化に取り組んでまい
りました。これをさらに推進するとともに、デジタル技術により、事業そのものを
変⾰・発展させるため、『ＤＸビジネス推進室』を設置し、取り組みを強化しました。

２つめは、脱炭素・省エネ技術に着⽬した事業展開です。

１０年後の将来を⾒据え、気候変動やサステナビリティへの関⼼が⾼まっている中、
「ＺＥＢ」、ゼロ・エネルギー・ビルに着⽬しました。省エネ技術や再⽣可能エネル
ギーを活⽤し、建物で消費する「⼀次エネルギー収⽀」をゼロにすることを⽬指
します。当社が得意としている「リニューアル物件」を中⼼に展開し、「⾼付加価値
ビジネス」の創出、「サステナブル社会の実現」に貢献したいと考えています。



《⾃治体のニーズ》

実施状況第７次中期経営計画の進捗状況 (1)

＊ZEB Ready・・・エネルギー消費量を50％以上削減した建築物

3

ランニングコスト
⼤幅削減

温室効果ガス
排出量⼤幅削減

⽼朽化した
庁舎の全⾯改修

リニューアルZEBの実績を⽣かし、全国の⾃治体へ事業展開

⾃治体庁舎（兵庫県⾚穂郡上郡町）のリニューアルZEB化保全事業
 営業戦略の取り組み事例（アライアンスを活⽤した脱炭素・省エネ事業での受注拡⼤）

• コンサルタント会社との共創によるZEB Ready＊案件が竣⼯

設計コンサルタント
(設計監理・コミッショニング)

⽇⽐⾕総合設備
（代表、設計・施⼯)

営業戦略の取り組み事例、アライアンスを活⽤した「脱炭素・省エネ事業」での
受注拡⼤についてご紹介します。

コンサルタント会社とのアライアンスによる、「ＺＥＢ」、ゼロ・エネルギー・
ビルに取り組んだ事例です。本件は、新築ではなくリニューアルビルで、
１００％のＺＥＢ化ではなく、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙという「５０％以上の削減」
を⽬標とした取り組みです。

このような実績を⽣かし、全国の⾃治体に向け、事業展開を図りたいと考えて
います。



• 初期段階から、施⼯部⾨をサポートする
チームを組み（組織横断的取り組み）、
原価低減・省⼒化・施⼯リスク対策を図る

第７次中期経営計画の進捗状況 (2)
 技術戦略の取り組み事例（現場⽀援体制の充実による施⼯リスク対策と原価管理強化）

• 現場を熟知したベテランのノウハウを注⼒
し（コミュニケーションの強化）、原価の
低減、⼿戻りやリスクの軽減を図る

ONE TEAM活動 Face to Face活動

【施⼯検討会】
原価低減
省⼒化

施⼯リスク対策

【施⼯検討会】
原価低減
省⼒化

施⼯リスク対策

施
⼯
開
始

完
成

組織横断
営業・企画・設計・購買部⾨

⼯
事
着
⼯

【ONE TEAM活動】

施⼯部⾨
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営業部⾨ 設計部⾨

企画部⾨購買部⾨

現
場
⽀
援
体
制
の
充
実

【Face to Face活動】

ノ
ウ
ハ
ウ
注
⼒

ベテラン社員

【重点現場】
技術・⼯程が難しい

原価の管理（採算の確保）が難しい
代理⼈（施⼯責任者）の経験が浅い

【重点現場】
技術・⼯程が難しい

原価の管理（採算の確保）が難しい
代理⼈（施⼯責任者）の経験が浅い

【訪 問】
重点現場
【訪 問】
重点現場【組織横断】

施⼯検討会
【組織横断】
施⼯検討会

Face to Face
現場ヒアリング（コミュニケーション）

技術戦略の取り組み事例、「現場⽀援体制の充実」による「施⼯リスク対策」と
「原価管理強化」についてご紹介します。

技術・⼯程が難しい現場、原価の管理・採算の確保が難しい現場、また、
若⼿が担当している現場を⽀援するための取り組みです。

「Face to Face活動」では、ベテランのデスクが現場に赴き、コミュニケー
ションを図りながら、悩みや疑問点を解消し、ノウハウや勘所を伝えています。

「ＯＮＥ ＴＥＡＭ活動」では、施⼯プロセスの初期段階から、組織横断的な
チームを組んで施⼯部⾨をサポートし、原価低減や施⼯リスク対策などに努めて
おります。

このような取り組みの継続が、原価の低減、品質の改善、事故リスクの回避、
さらには、若⼿社員の育成・技術の継承にも繋がると考えています。



第７次中期経営計画の進捗状況 (3)

どこでも業務が可能な環境を構築

クラウド型仮想
デスクトップサービス

会社現場 外出先
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• ノートPC・スマートフォン・タブレットからアクセス可能
 時間や場所にとらわれない多様な働き⽅が可能

「⼥性キャリアデザインプロジェクト」（⼥性活躍推進）

クラウド型仮想デスクトップサービスの活⽤

WEBカメラを活⽤した施⼯管理

ウェアラブルカメラ＊

モニターで危険作業を遠隔監視

＊ ヘルメット等に装着し、
ハンズフリーで撮影

 ⼈財戦略の取り組み事例
（ICTを活⽤したワークスタイル変⾰（DX）、ダイバーシティ推進）

• ⼥性社員のコミュニティ確⽴
• ⼥性キャリアデザインの構築

【⼥性社員同⼠の対話会】
対話会にて把握

現場にて、社外からのセクハラは、
相談しにくい
⇒セクハラ防⽌シール制作・配布

⼈財戦略・働き⽅改⾰の取り組み事例、IＣＴを活⽤したワークスタイル変⾰及び
ダイバーシティ推進についてご説明します。

デジタル技術を活⽤した事例を２つご紹介します。

１つめは、クラウド型「仮想デスクトップサービス」の活⽤例です。社員が、⾃宅
や外出先で、「ノートＰＣ」や「iPadなどのタブレット」を利⽤して社内ネット
ワークにアクセスし、時間や場所にとらわれない多様な働き⽅ができるように
なっています。あらかじめこのような環境が整備してあったことにより、コロナ禍
でもテレワークで業務を円滑に遂⾏することができました。

２つめは、WEBカメラの活⽤による施⼯管理の事例です。特殊な作業、危険な作業
に際して、現場とデスクをリモートで繋ぎ、作業⼯程を確認し、質疑や助⾔を⾏い
ます。品質や効率の向上、また、事故リスクの低減に役⽴っています。

続きまして、ダイバーシティの推進についてご紹介します。⼥性社員のネット
ワークづくりを⽀援する取り組みとして「⼥性キャリアデザインプロジェクト」を
発⾜しました。⼥性社員同⼠の「対話会」や「リーダー育成オリエンテーション」
などで、活発な活動が⾏われています。

⼥性社員が、多様な⼈との繋がりを持ち、仲間や相談相⼿をみつけること、
キャリア形成について話し合うことに役⽴てて欲しいと期待しています。



（単位︓億円）

2018年度
実績

2019年度
実績

2020年度
実績 前期⽐

受注⾼ 758 784 743 ▲41 ▲5.3%

売上⾼ 700 758 731 ▲27 ▲3.7%

営業利益 20 36 39 3 8.3%

経常利益 32 42 45 3 8.4%

親会社株主に帰属する
当期純利益 27 35 30 ▲4 ▲13.1%
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業績予想
2020年5⽉

発表
2020年11⽉

発表

620 720

680 740

20 30

24 35

15 20

ROE 4.7% 6.1% 5.2%

財務⽬標の達成状況︓第56期（2020年度）連結損益
第５６期（２０２０年度）の実績（前期⽐での達成状況）
・受注⾼は、年度当初の営業活動の遅れやNTTグループからの受注減少により、5.3%減少
・売上⾼は、前期からの繰越⼯事が順調に完⼯したものの当期での受注・完⼯⼯事が減少し、3.7%減収
・利益は、原価管理の強化による⼯事採算改善等から、営業利益・経常利益ともに増益

財務⽬標の達成状況についてご報告いたします。

第５６期（２０２０年度）の「受注⾼」は、年度当初の営業活動の遅れ、ＮＴＴ
グループからの受注の減少などにより、前期に⽐べ５．３％（４１億円）減少し、
７４３億円となりました。

「売上⾼」は、前期からの繰越⼯事が順調に完⼯しましたが、当期に受注した⼯事の
当期での完⼯が少なかったことから、前期に⽐べ３．７％（２７億円）減少し、
７３１億円となりました。

「利益」につきましては、原価管理の強化により⼯事採算が改善したことなどから、
営業利益は前期に⽐べて８．３％（３億円）増加し、３９億円となりました。
経常利益は４５億円、当期純利益は３０億円となっています。

業績予想についてご説明します。

第５６期（２０２０年度）は、年度当初においては厳しい前提条件を想定した業績
予想を発表し、第⼆四半期決算を発表した11⽉に上⽅修正を⾏いました。

業績予想の達成状況といたしましては、受注⾼と売上⾼は、上⽅修正後の業績予想を
概ね達成し、利益につきましては、⼤幅な増益を達成することができました。



【基本⽅針】 ”安定的な配当”と”機動的な⾃⼰株式の取得”

*2017/11〜12 ⾃⼰株式の公開買付
*

還元施策の状況
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2017年度
実績

2018年度
実績

2019年度
実績

2020年度
予定

株主配当⾦ 60円/株 ８0円/株 ８0円/株 ８0円/株

⾃⼰株式

取得株数 449万株 37万株 30万株 -

取得総額 110.2億円
＊

7.0億円 5.6億円 -

株主還元の状況についてご報告いたします。

安定的・継続的な株主配当に重きをおきつつ、機動的に⾃⼰株式を取得するという
⽅針で取り組み、株主還元を充実させてまいりました。

第５６期（２０２０年度）の株主配当は、中間配当⾦として４０円をお⽀払いして
おり、本総会におきまして 第１号議案が承認されますと、当期の年間配当⾦は
１株につき８０円となる予定です。

なお、新型コロナ感染症の拡⼤などにより不透明な事業環境が続いたことから、
第５６期（２０２０年度）においては⾃⼰株式の取得を⾒送ることといたしました。



公園・商業・ホテルが融合した低層複合施設

所在地 東京都渋⾕区

延床⾯積 46,086㎡

規模 地上18階/地下2階

当社施⼯ 空調

MIYASHITA PARK

第56期（2020年度）竣⼯案件(1)

⼆⾯エントランスと開放的な眺望を誇る
免震タワーオフィス

所在地 東京都千代⽥区

延床⾯積 47,950㎡

規模 地上22階

当社施⼯ 空調・給排⽔

住友不動産麹町ガーデンタワー
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第５６期（２０２０年度）の主要な竣⼯物件をご紹介いたします。

このページでは、⾸都圏の物件を２つ紹介させていただきます。

左側は「MIYASHITA PARK」、渋⾕区・宮下公園の⼤型再開発プロジェクトです。
公園・駐⾞場・商業施設・ホテルが⼀体となった新しい「低層複合施設」となって
います。空調設備を担当させていただきました。

前年度に竣⼯した「渋⾕スクランブルスクエア」に続き、２期連続で渋⾕の
「新たなランドマーク」となる物件を⼿掛けることになりました。

右側は「住友不動産麹町ガーデンタワー」です。「麹町」と「紀尾井町」の２つの
エントランスを持ち、開放的な眺望を誇る、⾼層タワーオフィスです。空調・衛⽣
設備を担当させていただきました。



ＮＴＴ⻄⽇本熊本⽀店の災害対策拠点ビル

NTT新九品寺ビル

所在地 熊本県熊本市

延床⾯積 6,833㎡

規模 地上6階

当社施⼯ 空調・給排⽔

第56期（2020年度）竣⼯案件(2) 

アジア最⼤級の最新鋭物流施設

ESR尼崎
ディストリビューションセンター

所在地 兵庫県尼崎市

延床⾯積 388,570㎡

規模 地上6階

当社施⼯ 給排⽔
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⾸都圏以外の竣⼯物件を２つ紹介いたします。

ページ左側は「ＮＴＴ新九品寺ビル」、熊本にある、ＮＴＴ⻄⽇本様の災害
対策拠点ビルです。「２００年に１度」の⼤⽔害にも対応できる対策を実施
いたしております。空調・衛⽣設備を担当させていただきました。

右側は「ＥＳＲ・尼崎ディストリビューションセンター」です。阪神⾼速・
湾岸線のＩＣ（インターチェンジ）⾄近に⽴地している、⽇本最⼤、アジア
全域でも最⼤クラスのマルチテナント型物流施設です。衛⽣設備を担当させ
ていただきました。



第57期(2021年度)の業績予想
業績予想(連結)
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2020年度 実績 2021年度 予想

受注⾼ 743 775

売上⾼ 731 770

営業利益 39 40

経常利益 45 45
親会社株主に帰属する

当期純利益 30 30

（単位︓億円）2022年度 計画
（中計最終年度）

800

800

45

50

35

株主配当⾦ 1株につき年間80円を維持
⾃⼰株式取得 取得株数 50万株（上限）

取得総額 10.0億円（上限）

株主還元

（単位︓億円）

第５７期（２０２１年度）の取り組み⽅針、および、業績予想についてご説明
します。

当⾯の景気動向は、ワクチン接種の進展などもあり、新型コロナウイルス感染
症が収束に向かい、徐々に持ち直しの動きが続くことが期待されます。
ただし、感染症の帰趨には不確実性が⼤きく、国内外での感染再拡⼤による
下振れリスクの⾼まりに注意する必要があります。

建設業界におきましても、建設投資は回復基調で推移することが想定され
ますが、設備分野ごとの回復の遅れ、受注競争の激化、また、⼀部資材価格の
上昇なども予想され、先⾏きは不透明です。

第５７期（２０２１年度）におきましては、不透明な事業環境の中、「第７次
中期経営計画」の実現を⽬指しつつ、環境の変化にも機動的に対処してまいり
ます。

業績予想は、受注⾼７７５億円、売上⾼７７０億円、営業利益４０億円、
経常利益４５億円、当期純利益３０億円の計画としております。

「株主配当⾦」につきましては、１株につき８０円を維持し、「⾃⼰株式」に
つきましては、５０万株、１０億円を上限とした取得を予想しております。


